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【目的】
医療的ケア児の地域での生活を支援するために、2018年
より医療的ケア児等コーディネーター（以下コーディネータ
ー）の養成が行われている。しかし、養成後のコーディネー
ターが実際にどの程度の実践ができているのか評価はさ
れておらず、役割を果たすために求められる具体的なスキ
ルについても未確立である。本研究は、医療的ケア児等コ
ーディネーターの役割実践の実際を明らかにし、実践に必
要なスキルを抽出するための基礎資料を得ることを目的と
した。
【研究方法】
関東甲信越地方にある3県のコーディネーター養成研修修
了者で研究参加への同意の得られた10名を対象に半構成
的面接を実施し、質的記述的方法を用いて分析した。面接
内容を逐語録化し、意味のある文節単位でコード化し、さ
らに意味内容の類似性に従ってサブカテゴリ化、カテゴリ
化した。本研究は、研究者の所属機関の倫理審査委員会
の承認を得た上で実施した。【結果】医療的ケア児等コー
ディネーターの役割実践として512コード、100サブカテゴ
リが抽出され、【多職種で連携して対象児を支援するため
のチーム形成を目指す】【支援者間の関係性を構築しなが
ら多職種で対象児を支援する】【対象児・家族の状況をア
セスメントする】【対象児の状況とニーズに合わせた支援
の調整をする】【医療的ケア児受け入れ経験のない施設等
での受け入れ実現のためにサポートする】【家族と関係機
関の間に立って仲介・調整をする】【家族それぞれの状況
やニーズに応じた支援をする】【対象児と家族をエンパワ
メントする】【医療的ケア児等コーディネーターとしての役
割を明確にしながら動く】【従来の職務にコーディネータ
ーの要素を付加して機能する】【知識と経験の蓄積に努め
る】【地域全体として医療的ケア児支援に取り組めるよう
に動く】【医療的ケア児に関する専門的知識を関係者へ提
供する】【他の相談支援専門員をバックアップする】の14カ
テゴリが生成された。
【考察】
コーディネーターは多職種でチームとしてかかわるための連
携先の開拓と関係性構築を進めていること、対象児・家族
と継続的にかかわりエンパワメントしながら状況の変化に
応じた支援調整を行っていること、地域における医療的ケ
ア児支援の向上に向け活動していること等が明らかとなっ
た。本研究の結果から、養成研修のみでは学ぶことの難し
い可視化されていないスキルを具体的に抽出していきたい。
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【緒言】
2010年HTLV-1総合対策により母子感染対策が全国で行
われ、2020年には厚生労働省科学研究成果に基づき、
HTLV-1母子感染予防対策マニュアル改訂が行われた。
栄養選択の説明・選択完遂への支援は産科施設中心にで
きているが、その後の母親の心理支援、児のフォローアッ
プ体制が不十分であることが課題としてあげられ分娩施
設から小児科への連携のための紹介状のひな形の掲載や
小児科でのフォローが記載された。鹿児島県はHTLV-1の
エンデミックエリアであったため以前より母子感染予防対
策整備が行われてきたが、同じ課題を抱えており、今回の
マニュアル改訂に伴い鹿児島県の児のフォローアップ体制
整備への反映方法について検討する。
【方法】
鹿児島県内38産科医療機関（以降産科）、69小児科医療
機関（以降小児科）に質問紙調査を2023年に行った。紹
介状のひな形と鹿児島県独自に作成した小児フォローアッ
プ医療機関用手引き（以下小児科手引き）の評価を行った。
【結果】
23産科（61％）、35小児科（49％）から回答を得た。マニュ
アル改訂について産科83％、小児科77％が認知していた。
産科は「たまに紹介していた」までで57％、小児科は40％
が紹介されていた。今回のひな形に関して90％の産科が
利用し87％が紹介するようになると回答していた。小児科
からは95％が内容項目は十分であるとしていた。小児科手
引きにより83％がフォローアップ可能と答えていた。また、
自由回答でマニュアルや小児科手引きを産科小児科への
周知活動や改善希望の点があった。
【考察】
今回のマニュアル改訂は、約8割が認知していた。現状で
は約4割しか産科から小児科へは紹介されていないが、約
9割が紹介するようになると回答してたため、今後の紹介
連携が進むことが期待される。小児科手引きによりかかり
つけ医でのフォローが可能となることが期待される。今後、
県のHTLV-1感染対応マニュアルも県の医療体制に合わ
せて国のマニュアルに沿って改訂していく予定であり参考
にしていくことが期待される。
【結論】国のマニュアル改訂に伴い、手引き等県の医療体
制に合わせて改訂することで、産科から小児科、小児科で
の児のフォローアップ体制整備が期待できる
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【背景と目的】
医療的ケア児の増加に伴い法整備が進み、保育所等も医
療的ケア児の通園先として役割を担う。先行して行った、
知的発達に大きな遅れのない医療的ケア児の保育の場に
おける育ちに関する研究では、子ども同士や環境との相互
作用が行なわれる環境調整の重要性が示唆され、医療的
ケア児と集団の双方の育ちに着目した保育と看護の専門
性の発揮と統合による支援の必要性が導かれた。
本研究の目的は「医療的ケアが必要な幼児の保育の場に
おける育ちを支援する保育士と看護師の協働指針」（以下、
本指針）を考案し、保育士と看護師の立場から妥当性を検
討、洗練することである。
【方法】
先行研究と文献検討を基に協働の構成要素から協働に至
る過程を導出し、本指針を作成した。次に、保育所にて医
療的ケア児の保育経験をもつ、保育士8名と看護師4名を
対象に、本指針の妥当性について面接によるデータ収集
を行い、検討箇所を抽出し修正を行った。本研究は、所属
機関における倫理審査の承認を得て実施した。
【結果】
先行研究と文献検討の結果、保育士と看護師は日常的な
支援では役割が重なること、医療的ケア児と集団双方の
育ちに対し役割を担うことから、トランスディスシプリナリ
ーモデルを基盤とした。協働に至る過程に基づき、１）指
針の趣旨・医療的ケア児の育ちの全体像：対象の多元的
なニーズを理解し単職種による限界と協働型支援の必要
性を認識する、２）保育士と看護師の協働が目指すもの：
アセスメントの共有、話し合いによって方向性を一致させ
る、３）指針活用の前提：専門性を理解し互いに主体とし
て役割と責任を担う、４）協働の具体的な実践：クラス保
育会議への看護職の参加やカンファレンスシートから成る
本指針を作成した。
面接の結果、検討箇所は①協働の概念的説明に関し職種
や個々での捉え方の差異、②医療的ケア児の育ち関し各
職種の専門的用語「育ち」「セルフケア」ついての説明不足、
③協働の具体的実践についてより詳細な説明の必要性が
示され、修正を行った。
【考察】
保育の場に臨む看護師の看護経験は多様な中で、本指針
は医療的ケア児の受け入れが急速に進む保育の場での医
療的ケア児の「育ち」を支援する本質的な課題に向きあう
ための保育士と看護師の協働の推進に貢献できると考える。
本研究は、2024年千葉大学大学院博士論文の一部を修
正加筆したものである。
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【目的】
医療的ケア児の親の援助要請スタイルとソーシャルサービ
ス利用について子どもの年齢層別に特徴を明らかにする。
【方法】
医療的ケア児（0～18歳）を養育する親に対する無記名自
記式質問紙調査。①子どもの年齢、医療的ケアの状況、②
ソーシャルサービスの利用状況、③親の援助要請スタイル、
④ソーシャルサービスへの意見（自由記載）を分析対象と
した。子どもの年齢層は、0～6歳（未就学児）、7～12歳
（小学生）、13歳以上（中学生以上）の3群に分け、①②
③は記述統計、χ²検定、Kruskal-Wallis検定、④はカテ
ゴリー分類による分析を行った。本研究は、研究者の所属
機関の研究等倫理審査の承認を得て実施した。
【結果】
104人から回答（回収率45.8％）を得た。回答者の99％は
母親であった。医療的ケア児の平均年齢は8.9（SD=4.9）
歳で、0～6歳40人、7～12歳34人、13歳以上29人、重症児
スコアを用いた医療的ケア度はAve.18.4（SD=13.8）点で
年齢層が高いほど医療的ケア度が高かった。年齢層別で
利用率に差（ｐ＜.05）があったソーシャルサービス項目は、
「障害児福祉手当」「日常生活用具購入費用助成」「居宅
介護」「訪問診療」「短期入所」「児童発達支援」であっ
た。親の援助要請スタイルは、子どもの年齢層が低い群ほ
ど家族に対する積極的な援助要請得点が高かった（ｐ＜
.05）が、医療者に対する援助要請得点では年齢層で有意
な差は認められなかった。親の援助要請スタイルとソーシ
ャルサービス利用には関連がなかった。ソーシャルサービ
スへの意見では、各年齢群で「情報の不足」「内容の理解
困難」があげられたが、0～6歳では「利用せず家族で対
応」「感謝・満足」、7～12歳では、「学校生活」「訪問系支
援」、13歳以上では「短期入所」「将来の不安」に関する
意見が特徴的であった。
【考察】
年齢層別でソーシャルサービス利用率の差や特徴的な意
見がみられたが、これは子どもの社会生活の範囲の変化
によりサービスニーズが変わるためと考える。また、医療的
ケア児の年齢が低い群の親ほど家族に対する援助要請が
積極的であったが、子どもが幼い時期は既存のソーシャル
サービスを利用せず家族内で対応していることが多いため
と考える。医療者や行政には子どもと家族のライフステー
ジの節目に合わせた分かりやすい情報提供が望まれる。
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